





























































































































































































































































































































































































































































































































─ 88 ─ ─ 89 ─
懲戒処分における行政裁量統制に関する一考察（宮村教平）
懲戒処分における行政の判断権は，事案に応じて適切に対処するために，懲戒処分の要件該当性判断レ
ベルだけでなく，処分の決定・選択レベルでも認められているところ，形式的な加重事由の考慮方式は
その趣旨に反するためであろう。
　その意味で本件原審の大阪高判平成30年11月９日は，「比例原則の適用，あるいは特定利益の優先考慮を，
必ずしも十分な根拠なく行っているように見られなくもない下級審判決」（山本隆司「行政裁量の判断
過程統制の理論と実務」司法研修所論集129号（2019年）13頁）に当てはまるように思われる。
　この《日の丸・君が代》に関する職務命令と不利益の賦課という点では，再任用制度も関連する（最一
小判平成30年７月19日裁時1704号４頁）。本判決に関する評釈としては，大河内美紀「判批」新・判例
解説Watch No. 24（2019年）15頁や森口千弘「判批」季刊教育法199号（2018年）106頁以下がある。
　橋本・前掲注８）145頁。
　村上裕章『行政訴訟の解釈理論』（弘文堂，2019年）247頁や山本・前掲注14）15頁など参照。
〔付記〕
　本研究は，JSPS科研費18K12626の助成を受けたものである。なお，本稿脱稿後に，早
津裕貴「判批」新・判例解説Watch（Web版）労働法No.110（2020年）1頁以下，中原茂樹
「判批」法学教室484号（2020年）126頁に接した。
（みやむら　きょうへい　教育学科）
2020年11月16日受理
